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研究成果の概要（和文）：本研究では、この10年間に社会科学全般で爆発的に普及した介入効果・因果効果推定
法について、特に心理・教育分野において重要な研究デザインである様々な準実験デザイン、学校－教室－個人
などの階層性のあるデータ、メタ分析、発達データ等のパネル調査やテスト実施に必要とされる等化をルービン
因果モデルによる統一的な枠組みで表現し、どのような研究デザインにどのような仮定が必要かを明確化すると
ともに、これらに対して精度の高く頑健な因果効果推定法を開発する方法を開発し、いくつかの応用研究を実施
しその有用性を確認した。

研究成果の概要（英文）：In this research, we re-defined and integrate several concepts and research 
designs used in psychological and/or educational sciences, such as quasi-experimental designs, 
hierarchical data (e.g., schools-classes-individuals), meta-analysis, panel studies in developmental
 sciences, or various designs in test equating, in terms of Rubin's causal model. Under the proposed
 unified framework, we specified the assumptions for the above models to be identifiable, and 
developed the estimation methods which are efficient and robust. We also applied the proposed 
methods to various real data analysis and found interesting implications, which confirmed the 
validity of the proposed methods.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
教育心理学研究はもとより、社会心理学、
社会学、経済学、経営学など様々な分野では
無作為割り当てを用いた実験研究ができな
い場合が多い。無作為割り当てによる実験研
究が可能な研究対象でも、標本が学生など特
定集団に限定されることに伴って発生する
選択バイアスの問題や、割り当て実施による
研究の生態学的妥当性低下を回避するため
に、社会科学全般で調査研究や観察研究が行
われることが多い。しかし、無作為割り当て
を行わない調査研究（実践研究では準実験と
も呼ばれ幅広く利用される）では（教授法や
学習方略の効果など）観察された群間差が背
景要因（以後共変量と呼ぶ）による見かけ上
の効果か、本当に関心のある要因によって生
じているのかを判別することは難しい。そこ
で介入の効果を“因果効果”すなわち介入を受
けた場合の結果変数と介入を受けなかった
場合の結果変数の全員での差（母集団上の
差）として定義する因果モデルが定式化され、
このモデルの下で共変量を調整する様々な
因果効果推定法が開発されている。因果モデ
ルと因果効果推定法はまず医学疫学研究で
普及し、この 10 年間で社会科学での調査観
察研究でも必須とされつつあり (APA の
Journal Article Reporting Standards, 2008
など)、国内でも近年認知されるようになった
(星野,2009)。これらは欠測データモデルとし
て理解でき、近年心理学研究で欠測の適切な
処理が重要視されるようになったことと通
底する。 
教育学・心理学での応用や方法開発は医学
や経済学・社会学など他分野に触発されて最
近やっと盛んになっており、研究代表者を含
め心理・教育の様々な問題設定で因果効果推
定を行う方法が開発されている。例えば因子
や潜在変数上での因果効果については
Hoshinoら(2006, Psychometrika)、ピア効果
が存在する場合については Hong and 
Raudenbush(2009,JASA)、媒介変数モデル
については Imai ら (2009, Psychological 
methods)などで提案され、心理学研究ですで
に Journal of Educational Psychology, 
Child Development, JPSP 等多くの学術誌
で利用されている。 
しかしいまだ解決されていない重要な問
題として、学校―学級―生徒、個人－時点な
どといったマルチレベルデータでの因果効
果推定がある。学校や学級レベルでの変数の
違いによって教授法などの因果効果の大き
さは変わる可能性は高い（例えば協同学習や
反転学習の効果がクラス内の学生の熟達度、
クラスサイズや補助教員の有無によって異
なる場合）が、Hong ら既存方法は階層性を
無視した多群のモデルを利用しており、階層
性がある場合には解析結果は誤ったものに
なる。 
また、米ではNo Child Left Behind法の制
定以降、無作為割り当てによる教授法の実験

研究が盛んに奨励され、実験研究による実証
結果のある教授法を行った学校や州に補助
金を与えるインセンティブ設計にまで結び
ついており(豊,2011)、日本も今後学術上・政
策上いずれにおいても大きな影響を受ける
と考えられる。但し、例えばどのような学校
や背景要因（いわゆるレベル 2の調整変数）
を持つ生徒集団に対してどの教授法が有効
であるかを議論する場合、生徒の各研究（学
校やクラス）への割り当てがランダムでない
ことを無視して解析を行うと、その要因と教
授法の効果が交絡してしまうため、たとえ複
数の無作為実験研究を用いても単純な解析
にはバイアスが生じえる。例えば特定の集団
にのみ非常に効果がある手法が全体に対し
て効果があると誤って判断されかねない。一
見これと関連がないメタ分析手法も共通の
データ構造を有しており、分析対象とする各
研究がたとえ無作為化実験であった場合で
も「どのような調整変数によって効果の大き
さが異なるのか」について単純な解析を行う
とバイアスが生じうる。 
また複数のテスト間の得点変換を可能に
するテスト理論における等化の問題も、日本
でも複数回のテストが利用されるようにな
り、更には発達検査やスキル測定など異なる
フォーム間の垂直等化が研究で利用される
ようになり注目を集めている。等化は因果効
果推定と一見関係が無いように見えるが、研
究代表者のグループはこれが因果モデルと
欠測データモデルの枠組みで表現でき、様々
な因果効果推定法が利用できることを示し
た （ 星 野 ,2009; Miyazaki ら
2009,Psychometrika）。 
また、調査・観察研究でよく利用される準
実験(Shadishら2002)の様々な研究デザイン
のうち、不等価二群（事前事後）デザイン等
のいくつかのデザインは因果モデルとして
定 式 化 さ れ な お し て い る (Athey & 
Imbens,2006,Econometrica)が、それ以外の
種々の方法については因果モデルによる理
解がなされていないため、既存の様々な統計
的因果効果法が利用できない。 

 
２．研究の目的 
  本研究では、この 10 年間に社会科学全般
で爆発的に普及した介入効果・因果効果推定
法について、特に心理・教育分野において重
要な研究デザインである様々な準実験デザ
イン、学校－教室－個人などの階層性のある
データ、メタ分析、発達データ等のパネル調
査やテスト実施に必要とされる等化を因果
モデルの統一的な枠組みで表現し、どのよう
な研究デザインにどのような仮定が必要か
を明確化するとともに、これらに対して精度
の高く頑健な因果効果推定法を開発する。上
記には複数の無作為化実験研究から「どのよ
うな調整変数によって効果の大きさが異な
るのか」について単純な比較や解析を行って
もバイアスが生じる問題も含まれる。手法開



発だけはなく応用研究者にプログラムを提
供し、無作為化が難しい分野での介入効果の
正確な評価に寄与する。 
 
３．研究の方法 
 
本研究では(A)準実験デザインのうち、処置
の除去や交換のあるデザイン、事前測定のあ
るコホート対照デザインなど、これまで統計
的因果効果モデルとの関連が不明だった
様々なデザインを因果モデルの枠組みで統
一的に記述することで、既存解析手法の応用
を容易にし、どのようなデザインにどのよう
な仮定・制限が存在するかを明確化する。(B)
因果モデルに調整変数効果を明示的にモデ
ルに取り入れることで上記に述べた「準実験
デザイン」「マルチレベルデータ」「複数の無
作為化実験の比較解析」「メタ分析」「等化モ
デル」などを因果モデルの枠組みのもとに整
理する。 (C)特に「マルチレベルデータ」「複
数の無作為化実験の比較解析」「メタ分析」
は階層性のあるデータであり、個人間に相関
が生じ、更に学級や研究ごとへの割り当てを
モデリングする必要もあるため既存手法が
利用できない。そこで学級や研究の違いを説
明する変数への割り当てに着目したロバス
トな共変量調整法を新たに開発する。(D)研究
代表者がすでに開発した仮定の少なく精度
の高い統計的因果効果推定法(セミパラメト
リックベイズ法,Hoshino, JASA, in press)の
考え方を(B)の統一的なモデルに対して適用
ができるように拡張する。(E)大規模なシミュ
レーション研究により提案手法の妥当性検
証を行うとともに、無作為化の行われている
公開データなど「答え合わせ」が可能なデー
タについて、提案手法と既存手法の性能比較
を行う。(F)準実験デザインのうち処置の除去
や交換が行われている場合など、応用研究上
よく利用されているデザインであってもこ
れまでデータの公開が行われていないもの
があるため、これらについて本研究で実際に
実験調査を実施し「答え合わせ」を行う。 
  
 
４．研究成果 
 
下記の研究成果リストに記載されている
ように、３の研究内容(A)から(F)それぞれに
ついて国内外の学会発表を行い、その一部に
ついては査読付き雑誌として掲載させてい
る。 
特に準ベイズ法を用いた新しいベイズ推
定法については特定のモデルに関する応用
研究を統計学の有力海外雑誌の一つの
Computational Statistics & Data Analysis
に掲載させており、その理論的な研究内容に
ついては数理統計学の著名誌に今後掲載さ
せるべく現在改稿中である。 
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